
























































































































































































































































































































薄弱者福祉法（60年 4 月、後に知的障害者福祉法と改称）、老人福祉法（63年 8 月）、母子福祉
































































































































































































































































































































































































































































決（82年 7 月 7 日）は、立法府の広い裁量を認め、「裁量の逸脱・乱用」がある場合にのみ司
法審査が及ぶと判示した。これによって25条違反の主張を排除する強力な法理が確立され、以
後、裁判所が社会保障関連立法の合憲性を問題にすることはほとんどなくなった。（伊藤、2007、
京都女子大学現代社会研究 27
178、198－199）
生存権にもとづいて社会保障を求める「権利主義的社会保障論」に対して、低成長のもとで
パイの増大が容易に望めなくなった状況下では、その有効性が失われてきたとの批判が提起さ
れてくる。生活保護については、要援助者に保護請求権が認められているが、老人福祉法によ
る特別養護老人ホームへの入所やホームヘルプサービスの受給という措置については、措置請
求権が明確には認められてこなかった。「行政解釈は、措置制度のもとでのサービス利用は、
措置という行政処分の反射的利益であり、要援助者は行政処分の対象（客体）にすぎないとし、
要援助者の申請権や措置請求権を一貫して否定してきた。」判例も同様の見解を示した。伊藤
周平は、日本型福祉社会論以降の政府の考え方は、国民の自助に期待して、生活保障に関する
国家の義務、生存権の権利性を形骸化していくことにあり、とくに80年代の臨調・行革路線の
もとでの社会保障の後退は、社会問題の一層の深刻化と不平等・格差の増大をもたらしたと結
論する。（伊藤、2007、199－201）
生存権は、「健康で文化的な最低限度の生活を営む権利」と表現されるとしても、その具体
的な意味内容は明確でないので、これをどのように、またどの程度に保障するかについては、
国の裁量に委ねられる部分が残されざるをえないことは理解できる。だが、財政事情の深刻化
を理由にして保障の水準が切り下げられていくばかりでは、それは権利という名に値しなく
なってしまうし、憲法の国の基本法としての存在理由も疑われることになる。90年代以降の構
造改革期に事態がどのように変化していくかについては、次稿で検討する。
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